
平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 5日

上  場  会  社  名       西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所 東 大 名 福

コード番号       本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.westjr.co.jp） 大阪府

 　TEL (06) 6375 - 8889

　 平成 16年 11月  5日 　　有

   平成 16年 12月 10日 　　無

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）

(1)経営成績  （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 1.6 13.0 25.0
15年 9月中間期 △ 2.0 0.3 35,475 5.5
16年 3月期 65,028

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 47.1
15年 9月中間期 23.4
16年 3月期
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期 2,000,000 株   15年 9月中間期 2,000,000 株   16年 3月期 2,000,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

年間配当金 （注）16年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当  0 円 00 銭

16年 9月中間期 －    特別配当  0 円 00 銭

15年 9月中間期 －
16年 3月期 － 6,500.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 22.1 233,154.96
15年 9月中間期 20.3 215,076.04
16年 3月期 20.7 219,640.07
(注)①期末発行済株式数   

     ②期末自己株式数       

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

　
期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 2,500.00 5,000.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  23,949 円 50 銭

　　上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績・結果は
　予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。

16年 3月期 2,000,000 株

16年 3月期            0 株

16年 9月中間期 2,000,000 株

16年 9月中間期            0 株

15年 9月中間期 2,000,000 株

15年 9月中間期            0 株

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

2,120,493
2,126,893

430,152
439,381

9021

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

中間決算取締役会開催日

代表取締役社長

広　報　室　長

2,110,512 466,309

37,174

2,500.00
2,500.00

営　業　利　益

12,243.18
18,536.62

株主資本比率

経　常　利　益

 ( 当 期 ） 純 利 益

１ 株 当 た り 中 間

44,339

中 間 配 当 支 払 開 始 日

１株当たり
中間配当金

24,486
36,018

売   上   高

中間（当期）純利益

48,000

424,230
417,703
845,892

63,790
56,436

105,475

18,009.02

848,300 74,000

中 間 配 当 制 度 の 有 無

単 元 株 制 度 採 用 の 有 無

垣 内 剛

来 島 達 夫

（財）財務会計基準機構会員
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（１） 中 間 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １３１，６５９ １１５，７２７ 　 １５，９３１ １０７，０７４

1. ５８，９０３ ４２，７４６ 　 １６，１５７ ３３，３８４

2. ２２，２１７ １４，２７１ 　 ７，９４６ １７，３０２

3. ７，６１０ １１，９５１ △ ４，３４１ ８，０６１

4. ２，１９９ ４，３８３ △ ２，１８３ ２，８０３

5. ６，９５５ ８，４３２ △ １，４７６ ８，９７３

6. ３１ ４５ △ １３ ６４

7. ６，５５７ ４，４０５ 　 ２，１５２ ７，５６３

8. ３，７６１ １，９６１ 　 １，８００ ４，１０１

9. １５，６４６ ２１，０５０ △ ５，４０４ １７，３５０

10. ７，９６３ ６，６７６ 　 １，２８６ ７，５８０

11. △ １８７ △ １９７ 　 １０ △ １１１

Ⅱ １，９７８，８５３ ２，０１１，１６５ △ ３２，３１２ ２，０１３，４１８

Ａ １，５６２，４６３ １，５８２，４５４ △ １９，９９０ １，５７９，１９３

Ｂ １７８ １８７ △ ８ １７７

Ｃ ５７，３４０ ５７，８８５ △ ５４５ ６０，８５０

Ｄ ７７，５８７ ８２，８０５ △ ５，２１７ ８５，７８１

Ｅ ６９，５０１ ６６，８７６ 　 ２，６２５ ６６，９４０

Ｆ ２１１，７８０ ２２０，９５６ △ ９，１７５ ２２０，４７５

1. 投 資 有 価 証 券 １２，８０３ １５，７５５ △ ２，９５２ １４，４０１

2. 関 係 会 社 株 式 １２２，０２６ １２７，０４２ △ ５，０１５ １２７，００６

3. 長 期 貸 付 金 １３，６５７ １３，２２１ 　 ４３６ １１，５８１

4. 長 期 前 払 費 用 ２，４５１ ２，８０５ △ ３５３ ２，７３７

5. 繰 延 税 金 資 産 ５９，１２２ ５４，８８２ 　 ４，２４０ ５７，８４１

6. そ の 他 の 投 資 等 ２，５０１ ８，０１２ △ ５，５１０ ７，７５９

7. 貸 倒 引 当 金 △ ７８２ △ ７６２ △ ２０ △ ８５２

２，１１０，５１２ ２，１２６，８９３ △ １６，３８１ ２，１２０，４９３

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目
前 中 間 期 末

(平成１６年９月３０日現在) (平成１６年３月３１日現在) (平成１５年９月３０日現在)

当 中 間 期 末 前　期　末
増　　　減

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

２５



（単位：百万円）

Ⅰ ４４０，４５７ ５１６，９０９ △ ７６，４５１ ４６８，６９５

1. １０３，６４１ １０３，１６６ 　 ４７４ ８１，６５９

2. ８，９７６ ５１，０２６ △ ４２，０５０ ５７，１２６

3. ３７，７４５ ３７，７２３ 　 ２１ ３５，６２７

4. １，２０８ １，１６８ 　 ４０ １，１６８

5. ４９，４４６ ９８，５９９ △ ４９，１５２ ５６，８１２

6. １８，８８３ １８，２６４ 　 ６１８ １９，０１６

7. ３，８２９ ６，５０１ △ ２，６７２ ６，６７５

8. ２５，２４４ ２３，２６８ 　 １，９７６ ２４，０７２

9. ６，８２５ ３，３５９ 　 ３，４６５ ９，６０２

10. １１，２１６ １１，６７２ △ ４５６ １２，２３５

11. ３４，４２７ ３０，０１２ 　 ４，４１４ ３３，６３１

12. １０６，１５０ ７９，６３０ 　 ２６，５１９ ９７，６９３

13. １，４０７ ４１２ 　 ９９５ １，２５２

14. ２９，４５６ ３０，４３２ △ ９７６ ３１，２４２

15. － － 　 － ５０４

16. － ２１，２１０ △ ２１，２１０ －

17. １，９９９ ４６０ 　 １，５３９ ３７３

Ⅱ １，２０３，７４４ １，１７０，６０３ 　 ３３，１４１ １，２２１，６４６

1. ２２０，０００ ２１０，０００ 　 １０，０００ ２１５，０００

2. ２２５，７３３ １９８，２２１ 　 ２７，５１２ １９９，５０９

3. ５２６，９４６ ５３８，１９７ △ １１，２５１ ５６４，５８５

4. ２７，０５１ ２７，６７５ △ ６２４ ２８，２５９

5. － － 　 － ４９，８０７

6. １８６，７０８ １９１，６４７ △ ４，９３８ １５９，６３９

7. １７，３０５ ４，８６１ 　 １２，４４３ ４，８４５

１，６４４，２０２ １，６８７，５１２ △ ４３，３０９ １，６９０，３４１

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 － １００，０００

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

Ⅲ ３０８，５０５ ２８０，５８８ 　 ２７，９１７ ２７２，９００

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 － １１，３２７

2. ２１７，６４７ １９３，４２６ 　 ２４，２２０ １９３，４２６

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ７，６４７ ３，４２６ 　 ４，２２０ ３，４２６

別 途 積 立 金 ２１０，０００ １９０，０００ 　 ２０，０００ １９０，０００

3. ７９，５３０ ７５，８３４ 　 ３，６９６ ６８，１４６

Ⅳ ２，８０４ ３，７９２ △ ９８８ ２，２５１

４６６，３０９ ４３９，３８１ 　 ２６，９２８ ４３０，１５２

２，１１０，５１２ ２，１２６，８９３ △ １６，３８１ ２，１２０，４９３

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

前 中 間 期 末

(平成１６年９月３０日現在) (平成１６年３月３１日現在) (平成１５年９月３０日現在)

当 中 間 期 末 前　期　末

増　　　減科　　　　　目

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ構造物修繕引当金

そ の 他 の 流 動 負 債

事 業 整 理 損 失 引 当 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 　 本  　の  　部 ）

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

長 期 未 払 金

線 路 使 用 料 長 期 未 払 金

２６

前 受 収 益

資 本 準 備 金

固 定 負 債

社 債

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金



（２）中 間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　４１５，００１ 　４０８，２１３ 　 ６，７８７ 　８２６，９２９

2. 　３５７，０５９ 　３５７，５６８ △ ５０９ 　７３３，１４９

　 ５７，９４１ 　 ５０，６４５ 　 ７，２９６ 　 ９３，７８０

Ⅱ 　 　 　

1. 　 １９７ 　 ２１８ △ ２１ 　 ４２６

2. 　 ２０１ 　 ２１８ △ １６ 　 ４７０

△ ４ 　 ０ △ ４ △ ４４

Ⅲ

1. 　 ９，０３２ 　 ９，２７１ △ ２３９ 　 １８，５３６

2. 　 ３，１８０ 　 ３，４８０ △ ３００ 　 ６，７９７

　 ５，８５２ 　 ５，７９０ 　 ６１ 　 １１，７３９

　 ６３，７９０ 　 ５６，４３６ 　 ７，３５４ 　１０５，４７５

Ⅳ 　 １，２０６ 　 １，０４４ 　 １６１ 　 ５，１７３

1. 　 ４９６ 　 ４１８ 　 ７８ 　 ４６２

2. 　 ７０９ 　 ６２６ 　 ８３ 　 ４，７１１

Ⅴ 　 ２０，６５７ 　 ２２，００４ △ １，３４７ 　 ４５，６２０

1. 　 ２０，５２２ 　 ２１，９３９ △ １，４１７ 　 ４３，３４１

2. 　 １３４ 　 ６５ 　 ６９ 　 ２，２７８

　 ４４，３３９ 　 ３５，４７５ 　 ８，８６３ 　 ６５，０２８

Ⅵ 　 ２７，９４４ 　 ２５，９７６ 　 １，９６７ 　１０９，０５３

1. 　 ５，２２２ 　 １６，６１９ △ １１，３９６ 　 ２９，７９２

2. 　 － 　 － 　 － ７，６４４

3. 　 ２０，９３４ 　 ６，５４７ 　 １４，３８７ 　 ７，２６１

4. 　 － 　 － 　 － ５２，７９７

5. 　 １，７８７ 　 ２，８０９ △ １，０２２ 　 １１，５５８

Ⅶ 　 １０，５７６ 　 ２１，３８２ △ １０，８０６ 　１０５，５５９

1. 　 ５，１２６ 　 １６，５２３ △ １１，３９６ 　 ２８，９８８

2. 　 － － 　 － 　 ６，７５０

3. 　 － 　 － 　 － 　 ３８，５１１

4. 　 － 　 － 　 － 　 ２１，２１０

5. 　 ３，６０９ 　 － 　 ３，６０９ 　 －

6. 　 １，８３９ 　 ４，８５９ △ ３，０１９ 　 １０，０９８

　 ６１，７０６ 　 ４０，０６９ 　 ２１，６３７ 　 ６８，５２３

　 ２３，８３０ 　 ２３，４３６ 　 ３９４ 　 ４１，００７

　 １，８５８ △ ７，８５３ 　 ９，７１１ △ ９，６５８

　 ３６，０１８ 　 ２４，４８６ 　 １１，５３１ 　 ３７，１７４

　 ４３，５１２ 　 ４３，６６０ △ １４７ 　 ４３，６６０

　 － 　 － 　 － 　 ５，０００

　 ７９，５３０ 　 ６８，１４６ 　 １１，３８４ 　 ７５，８３４

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２７

中 間 配 当 額

そ の 他 の 損 失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間（当期）未処分利益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

減 損 損 失

収 用 等 圧 縮 損

退職給付過去勤務債務償却

事業整理損失引当金繰入額

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

収 用 等 補 償 金 受 入 額

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・受取配当金

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

平成１６年 ３月３１日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　目

前　　　期

平成１６年 ４月　１日から 平成１５年 ４月　１日から 平成１５年 ４月　１日から

当 中 間 期 前 中 間 期

増　　減

平成１６年 ９月３０日まで 平成１５年 ９月３０日まで

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

線路使用料長期未払金取崩額
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（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 

 

 

 

 

 

 

(2) 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの  

移動平均法による原価法によっております。 

たな卸資産 

① 分譲土地建物 個別法による原価法によっております。 

② 貯  蔵  品 移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

 均等額償却を行っております。 

３．繰延資産の処理方法 

  社債発行費及び社債発行差金は、支出時に全額費用処理しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（３０１,６４２百万円）については、１０年による按分額を費用処理するこ

ととし、当中間期にかかる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとし、当中間

期にかかる額を計上しております。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額しております。 

なお、中間損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産

の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

７．固定資産の減損に係る会計基準 

（会計方針の変更） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できるようになったことに伴い、当中間期から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前中間純利益は３,６０９百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。 

８．法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

（追加情報） 

実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成１６年２月１３日）に基づき、当中間期から法人事業税

のうち、付加価値割及び資本割については、各事業の「営業費」に含めて表示しております。なお、

当中間期の各事業の「営業費」に含まれる事業税は１，０８１百万円であります。 

事業税のうち、所得割については前期と同様「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しており

ます。 

９．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 
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（４）注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２，２２２，２５０百万円 ２,１８５,４０６百万円 ２,１６７,３４５百万円

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等圧縮累計額 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

３８７，１８６百万円 ３８２,２３３百万円 ３７２,５８１百万円

３．保証債務 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２３，１８９百万円 ２４,１１９百万円 ２５,０５３百万円

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２５,０００百万円 ２５,０００百万円 － 百万円

５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年法律

第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２００,０００百万円 ２００,０００百万円 ２００,０００百万円
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（中間損益計算書関係） 

１．研究開発費の総額 

（当中間期） （前  期） （前中間期） 

２，０５６百万円 ６,００１百万円 １,８６５百万円

 

２．減損損失 

当社は、減損損失の算定に当たって、継続的な収支の把握を行っている鉄道事業、船舶事業、流通

業、その他事業については各事業毎に、不動産業、廃止に関する意思決定済みの資産及び遊休資産に

ついては個別物件毎にグルーピングを行っております。その結果、廃止に関する意思決定済みの資産

及び遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（３,６０９百万

円）として特別損失に計上しております。 

 

(1) 廃止に関する意思決定済みの資産 

（大阪市内に保有する社宅等 １５件） 

土地        １,２２２百万円 

建物及び構築物     ５８０百万円 

計      １,８０３百万円 

(2) 遊休資産 

（広島県三原市に保有する土地等 ３件） 

土地        １,８０６百万円 

計      １,８０６百万円 

 

なお、当資産グループの回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、路線価に基

づき算定しております。 



損  益  計  算  書 (単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 備　　　　　　　　考

4,242 4,177 65

運 輸 収 入 3,769 3,726 43

運 輸 附 帯 収 入 113 113 0

関 連 事 業 収 入 90 92 △ 2

そ の 他 収 入 268 244 23

3,604 3,612 △ 8

人 件 費 1,433 1,473 △ 39 社員数減

物 件 費 1,374 1,315 59 業務費、修繕費増

線 路 使 用 料 等 123 156 △ 33 東西線使用料等減

租 税 公 課 210 205 4

減 価 償 却 費 462 461 0

637 564 73

△ 194 △ 209 15

営 業 外 収 益 12 10 1

営 業 外 費 用 206 220 △ 13 支払利息減

443 354 88

173 45 127

特 別 利 益 279 259 19 工事負担金等受入額、有価証券売却益等

特 別 損 失 105 213 △ 108 工事負担金等圧縮損、減損損失等

617 400 216

256 155 101

法 人 税 等 238 234 3

法人税等調整額 18 △ 78 97

360 244 115

（注）［　］は、H16.8.3発表の業績予想値を示しております。

営 業 収 益

営 業 費 用

平成15年度
中　　　間

増   減
平成16年度
中　　　間

営 業 外 損 益

営 業 利 益

中 間 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前中間純利益

法 人 税 等

関連事業等収入内訳
16年度 15年度 増 減

いわゆる関連事業収入 204 205 △ 1
運 輸 附 帯 収 入 113 113 　 0
　構 内 営 業 料 35 35 　 0
　広    告    料 27 27 △ 0
　高架下等貸付料 43 43 　 0
　駐 車 場収入等 7 7 △ 0
　関 連 事 業 収 入 90 92 △ 2
　不動産賃貸収入 69 70 △ 1
  そ    の    他 21 22 △ 0

運 輸 収 入 内 訳
16年度 15年度 増 減

 鉄　      　道 3,767 3,724 　 43
  定          期 761 756 　 5
  定    期    外 3,005 2,967 　 37
  荷          物 0 0 △ 0
 船　      　舶 1 2 △ 0
合    　計 3,769 3,726 　 43

[4,210]

[417]

[375]

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

 
 平成16年度  平成15年度 対前年比  平成16年度  平成15年度 対前年比
 中　　　間  中　　　間 (%)  中　　　間  中　　　間 (%)

定 期 ３１７ ２９８ １０６.５ ３９ ３７ １０５.６

定期外 ６,８３１ ６,５９２ １０３.６ １,５２７ １,４８３ １０３.０

合 計 ７,１４９ ６,８９０ １０３.８ １,５６７ １,５２０ １０３.０

定 期 １１,７７４ １１,６７０ １００.９ ７２１ ７１８ １００.５

定期外 ７,７０２ ７,７１５ ９９.８ １,４７８ １,４８４ ９９.６

合 計 １９,４７７ １９,３８６ １００.５ ２,１９９ ２,２０２ ９９.９

定 期 ９,４４４ ９,３３４ １０１.２ ５８０ ５７６ １００.７

定期外 ５,０３０ ５,０４８ ９９.７ ９３１ ９３３ ９９.８

合 計 １４,４７５ １４,３８２ １００.６ １,５１１ １,５０９ １００.２

定 期 ２,３３０ ２,３３５ ９９.８ １４１ １４２ ９９.６

定期外 ２,６７２ ２,６６７ １００.２ ５４６ ５５０ ９９.２

合 計 ５,００２ ５,００３ １００.０ ６８８ ６９３ ９９.３

定 期 １２,０９２ １１,９６８ １０１.０ ７６１ ７５６ １００.７

定期外 １４,５３４ １４,３０８ １０１.６ ３,００５ ２,９６７ １０１.３

合 計 ２６,６２６ ２６,２７６ １０１.３ ３,７６７ ３,７２３ １０１.２

新幹線

運　　　輸　　　収　　　入

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他
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貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目
平成 16 年度
中 間 期 末

平成 15 年度
期 末

増  減 備             考

流     動     資     産 1,316 1,157  159 現 預 金 161     

資

固     定     資     産 19,788 20,111 △ 323

産 16,975 17,233 △ 257 資 産 増 321     

資 産 減 △ 579     
（う ち 減 価 償 却 費 △ 462）

の

部 695 668  26

2,117 2,209 △ 91 出 資 株 式 △ 79      

合           計 21,105 21,268 △ 163

科               目
平成 16 年度
中 間 期 末

平成 15 年度
期 末

増  減 備             考

流     動     負     債 4,404 5,169 △ 764

479 899 △ 419

　 3,925 4,269 △ 344 未 払 金 △ 491     
事業整理損失引当金 △ 212   

負 前 受 金 265   

固     定     負     債 12,037 11,706  331

債 9,997 9,740  256
長期債務残高     

1,867 1,916 △ 49     16年度中間･･･ 10,476  
・     15年度末　･･･ 10,640  

173 48  124 △ 163

資

負     債     合     計 16,442 16,875 △ 433

本 1,000 1,000  －
550 550  －
3,085 2,805 279

の 利 益 準 備 金 113 113  －
固定資産圧縮積立金 76 34 42
別 途 積 立 金 2,100 1,900  200

部 中間（当期）未処分利益 795 758  36

28  37 △ 9
資     本     合     計 4,663 4,393  269

合           計 21,105 21,268 △ 163

株 主 資 本 比 率 22.1％ 20.7％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 3.0％ 5.0％

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長 期 借入 金等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
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平 成 16 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

増   減 備　　　　　　　考

8,483 8,458 24

運 輸 収 入 7,533 7,508 24 定期収入、定期外収入増

そ の 他 収 入 950 950 △ 0

7,383 7,404 △ 21 人件費減等

1,100 1,054 45

△ 360 △ 404 44 支払利息減

740 650 89

480 371 108

（注）［　］は、Ｈ16.8.3発表の業績予想値を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

平成16年度
業 績 予 想

平成15年度
実 績

項　　　　　目

営 業 収 益

[8,467]

[1,100]

[735]

[558]
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（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

43,977 27,200 45,207 28,331 

－　 ［31,933］ －　 ［33,673］

307 281 300 274 

1,761 1,140 1,787 1,187 

－　 546 －　 521 

554 462 555 461 

△ 213 △ 200 △ 228 △ 215 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 2 4 3 4 

支 払 利 息 △ 216 △ 205 △ 231 △ 219 

416 347 637 548 

自 己 資 金 334 265 568 480 

11,185 10,476 11,827 11,012 

（注）1.記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2.連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

中期経営目標

中 間 期 実 績 通 期 見 通 し （平成17年度）

（連　結） ％ 3.0 5.4 5.4 

（連　結）億円 718 1,313 1,300 

（連　結）億円 407 572 500 

（連　結）億円 11,185 10,950 11,000 

（単　体）億円 10,476 10,250 10,000 

（単　体） 人 32,000 

〃

期 首 社 員 数

Ｒ Ｏ Ａ

32,854 

営 業 利 益

当 期 純 利 益

長 期 債 務 残 高

平成16年度

減 価 償 却 費

項　　　　　目
平成16年度中間期 平成15年度中間期

従 業 員 数

諸　　　元　　　表

中期経営目標における数値目標との比較

項　　　　　　　　　　目

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

退 職 手 当

［ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

共通参考資料
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西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算 ※増減は対前年比較

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 6,015億円、93億円増（1.6％）

当社が運輸収入等の増により65億円の増収。

連結子会社では、旅行業、ホテル業などが好調だったほか、ＪＲ京都伊勢丹が引き続き

増収となり、27億円の増収。連単倍率1.42

○ 営 業 利 益 718億円、90億円増（14.4％）

当社で社員数減による人件費の減少などがあり73億円の増益、連結子会社では売上原価

等の増加があったものの、旅行業などでの増収が寄与して17億円の増益。

○ 経 常 利 益 518億円、103億円増（24.9％）

営業利益に長期債務縮減による支払利息減などが加わり増益。

○ 中間純利益 407億円、138億円増（51.7％）　

有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

連単倍率1.13

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業、バス事業ともに増収増益。営業利益は74億円の増加。

・ 流 通 業 百貨店と卸売業が好調。営業利益はほぼ前年なみの1億円増加。

・ 不 動 産 業 不動産賃貸収入増などにより増収増益。

・ その他事業 旅行業の増収などにより増収増益。

(3) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆3,714億円、389億円減（△1.6%）

・ 長期債務残高 1兆1,185億円、199億円減（△1.8%）

(4) キャッシュ・フロー計算書

・ 営 業 活 動 税引前利益の増加などにより、17億円増、377億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ｡

・ 投 資 活 動 株式売却による収入などにより、402億円改善、90億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

・ 財 務 活 動 配当金の支払増などにより、40億円の使用増、228億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

(5) 平成17年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,229億円、 71億円増（ 0.6%）

・ 営 業 利 益  1,313億円、 43億円増（ 3.5%）

・ 経 常 利 益    935億円、 76億円増（ 9.0%）

・ 当期純利益    572億円、101億円増（21.7%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 4,242億円、65億円増（1.6％）

○ 営 業 利 益

○ 経 常 利 益 443億円、88億円増（25.0％）長期債務縮減による支払利息減により増益。

○ 中間純利益 360億円、115億円増（47.1％）有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

(2) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆1,105億円、163億円減（△0.8%）

・ 長期債務残高 1兆  476億円、163億円減（△1.5%）

(3) 平成17年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 8,483億円、 24億円増（　0.3%）

・ 営 業 利 益 1,100億円、 45億円増（  4.3%）

・ 経 常 利 益   740億円、 89億円増（ 13.8%）

・ 当期純利益   480億円、108億円増（ 29.1%）

637億円、73億円増（13.0％）営業収益の増や社員数減による人件費減、線路使用料等
の減により増益。

平成１６年度中間決算について

平成８年度中間期以来８期ぶりの増収。
営業利益、経常利益ともに３期連続、中間純利益では６期連続の増益。

増収増益。
増収は２期連続。営業利益、経常利益は２期ぶりの増益、中間純利益は２期連続の増益。

運輸収入は新幹線、京阪神（在来線）ともに３期ぶりに前年を上回り、全体では８期ぶ
りの増収（43億円増1.2％）。


